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支　　　　出

9,378,136,000 591,106,000 0 0 0 9,969,242,000

9,266,006,000 591,106,000 499,000 0 0 9,857,611,000

109,828,000 0 0 0 0 109,828,000

302,000 0 0 0 0 302,000

2,000,000 0 △ 499,000 0 0 1,501,000
　　第４項　予　   備　   費

区　　　　分
当初予算額 補正予算額

第１款　病 院 事 業 費 用

　　第１項　医  業   費  用

　　第２項　医 業 外 費 用

　　第３項　特  別   損  失

予備費
支出額

流　 用
増減額

小　　　計

　　予　　   　　算   　　　　額

地方公営企業
法 第 24 条 第 ３
項 の 規 定 に
よ る 支 出 額

収　　　　入

9,379,580,000 599,340,000 0

8,730,330,000 △ 135,155,000 0

648,948,000 734,495,000 0

302,000 0 0　　第３項　特  別   利  益

（１）　収益的収入及び支出

令和４年度三次市

予　       　算       　　額

　　第１項　医  業   収  益

　　第２項　医 業 外 収 益

第１款　病 院 事 業 収 益

区　　　　分
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額
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( 単位 ： 円 ）

仮払消費税及び地方消費税

0 9,969,242,000 9,847,139,258 0 122,102,742 411,632,019

0 9,857,611,000 9,706,027,470 0 151,583,530 411,632,019

0 109,828,000 94,326,980 0 15,501,020 0

0 302,000 46,784,808 0 △ 46,482,808 0

0 1,501,000 0 0 1,501,000 0

地方公営企業
法第26条第２
項 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

不　用　額 備　　　　考
合　　　　計

決　　算　　額地方公営企業
法 第 26 条 第 ２
項 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

( 単位 : 円 ）

仮受消費税及び地方消費税

9,978,920,000 10,015,520,306 36,600,306 34,344,441

8,595,175,000 8,608,681,259 13,506,259 31,917,487

1,383,443,000 1,376,556,060 △ 6,886,940 2,426,954

302,000 30,282,987 29,980,987 0

予算額に比べ
決算額の増減

備         考

合　　　　計

決　　算　　額

病院事業決算報告書
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（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

350,695,000 0 350,695,000 35,300,000

197,100,000 0 197,100,000 35,300,000

1,594,000 0 1,594,000 0

152,000,000 0 152,000,000 0

1,000 0 1,000 0

　　第２項　補 　助　 金

第１款　資 本 的 収 入

　　第１項　企 　業 　債

　　第４項　長期貸付金

　　第３項　負 　担　 金

小　　　　計
区　　　　分

当初予算額

予  　　   　　算　     　　　額

補正予算額

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係る
財 源 充 当 額

支　　　出

1,610,878,000 0 0 0 1,610,878,000 42,506,000 0

381,500,000 0 0 0 381,500,000 42,506,000 0

616,378,000 0 0 0 616,378,000 0 0

600,000,000 0 0 0 600,000,000 0 0

12,000,000 0 0 0 12,000,000 0 0

1,000,000 0 0 0 1,000,000 0 0

資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,242,195,814円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

予 備 費
支 出 額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の 規 定 に よ
る 繰 越 額

流 用
増 減 額

小　　　計

予　　   　　算　　   　　額

　　第４項　長期貸付金

継続費
逓 次
繰越額

　　第３項　投資有価証券

　　第５項　予　 備 　費

区　　　　分
当初予算額 補正予算額

第１款　資 本 的 支 出

　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金
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( 単位 ： 円 ）

仮受消費税及び地方消費税

0 385,995,000 364,134,000 △ 21,861,000 0

0 232,400,000 221,800,000 △ 10,600,000 0

0 1,594,000 0 △ 1,594,000 0

0 152,000,000 142,100,000 △ 9,900,000 0

0 1,000 234,000 233,000 0

決　　算　　額
予算額に比べ
決算額の増減

備　   　　　考

合　　　　計
継 続 費 逓 次 繰 越 額

に係 る 財 源 充 当 額

( 単位 ： 円 ）

仮払消費税及び地方消費税

1,653,384,000 1,606,329,814 21,328,000 0 21,328,000 25,726,186 34,829,451

424,006,000 386,952,102 21,328,000 0 21,328,000 15,725,898 34,829,451

616,378,000 616,377,712 0 0 0 288 0

600,000,000 600,000,000 0 0 0 0 0

12,000,000 3,000,000 0 0 0 9,000,000 0

1,000,000 0 0 0 0 1,000,000 0

　調整額966,378 円，過年度分損益勘定留保資金1,241,229,436 円で補て んし た。

継続費

逓 次

繰越額
合　　計

決　　算　　額 不　用　額

合　　　　計

備　　　　考

翌年度繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に

よ る 繰 越 額
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令和４年度三次市

（令和４年４月１日から

1

(1) 入 院 収 益 5,154,384,833

(2) 外 来 収 益 3,045,136,040

(3) そ の 他 医 業 収 益 377,242,899 8,576,763,772

2

(1) 給 与 費 4,644,815,628

(2) 材 料 費 2,608,138,193

(3) 経 費 1,487,699,906

(4) 減 価 償 却 費 505,481,481

(5) 資 産 減 耗 費 6,141,240

(6) 研 究 研 修 費 40,121,698 9,292,398,146

医 業 利 益 △ 715,634,374

3

(1) 受 取 利 息 配 当 金 29,275,849

(2) 補 助 金 892,271,462

(3) 負 担 金 交 付 金 255,780,000

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 170,580,468

(5) そ の 他 医 業 外 収 益 26,221,327

(6) 雑 収 益 3,640,484 1,377,769,590

医 業 収 益

医 業 外 収 益

医 業 費 用
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病院事業損益計算書

令和５年３月３１日まで）

（ 単位 ： 円 ）

4

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

36,932,475

(2) 雑 損 失 4,585,532

(3) 雑 支 出 434,446,171 475,964,178 901,805,412

経 常 利 益 186,171,038

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 30,282,987

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 30,282,987

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 46,784,808

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 46,784,808 △ 16,501,821

当 年 度 純 利 益 169,669,217

前年度繰越利益剰余金 3,300,498,627

当年度未処分利益剰余金 3,470,167,844

医 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益
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令和４年度三次市

(令和４年４月１日から

　 　剰　　余　　金

資　本　剰　余　金　

建設改良補助金 焼却炉負担金 他会計補助金

4,784,175,631 115,504,270 852,530 13,980,000

0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0

4,784,175,631 115,504,270 852,530 13,980,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,784,175,631 115,504,270 852,530 13,980,000

令和４年度三次市

建設改良積立金の積立 0

処分後残高
4,784,175,631

0

減債積立金の積立 0

区　分 資　　本　　金

当年度末残高 4,784,175,631

議会の議決による処分額

当年度純利益

当年度末残高

処分後残高

当年度変動額

一般会計出資金の受入

区　分 資　本　金

前年度末残高

前年度処分額
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病院事業剰余金計算書

令和５年３月３１日まで)

(単位：円)

資本剰余金合計 減債積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

130,336,800 48,355,000 3,300,498,627 3,348,853,627 8,263,366,058

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

(繰越利益剰余金)

130,336,800 48,355,000 3,300,498,627 3,348,853,627 8,263,366,058

0 0 169,669,217 169,669,217 169,669,217

0 0 0 0 0

0 0 169,669,217 169,669,217 169,669,217

(当年度未処分利益剰余金)

130,336,800 48,355,000 3,470,167,844 3,518,522,844 8,433,035,275

病院事業剰余金処分計算書

(単位：円)

0 0

(繰越利益剰余金)

130,336,800

0 0

0 0

3,470,167,844

資本剰余金 未処分利益剰余金

130,336,800 3,470,167,844

資本合計利　益　剰　余　金

8



令和４年度三次市

（令和５年

1

(1)

イ 土 地 1,007,515,965

ロ 建 物 7,014,830,784

同 減価償却累計額 △ 4,379,575,151 2,635,255,633

ハ 建 物 附 属 設 備 4,821,691,020

同 減価償却累計額 △ 4,107,928,882 713,762,138

ニ 構 築 物 459,136,137

同 減価償却累計額 △ 408,919,305 50,216,832

ホ 器 械 及 び 備 品 4,774,016,431

同 減価償却累計額 △ 3,399,595,511 1,374,420,920

へ 車 両 運 搬 具 35,576,442

同 減価償却累計額 △ 33,797,620 1,778,822

ト リ ー ス 資 産 51,855,301

同 減価償却累計額 △ 41,127,084 10,728,217

5,793,678,527

(2)

イ 投 資 有 価 証 券 4,400,000,000

ロ 長 期 定 期 預 金 300,000,000

ハ 長 期 貸 付 金 15,266,000

4,715,266,000

10,508,944,527

2

(1) 2,417,944,080

(2) 1,873,473,085

貸 倒 引 当 金 △ 10,418,521 1,863,054,564

(3) 69,644,062

(4) 704,900

4,351,347,606

14,860,292,133

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

投資その他の資産合計

未 収 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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病院事業貸借対照表

３月３１日）

（ 単位 ： 円 ）

3

(1)

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

1,171,630,320

1,171,630,320

(2) 3,029,025

(3)

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,623,602,395

ロ 修 繕 引 当 金 340,000,000

1,963,602,395

3,138,261,740

4

(1)

イ
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

649,245,566

649,245,566

(2) 3,296,951

(3) 832,106,480

(4) 16,919,999

(5)

イ 賞 与 引 当 金 278,391,000

278,391,000

1,779,959,996

5

4,288,834,375

1,509,035,122

6,427,256,858

6 4,784,175,631

7

(1)

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504,270

ロ 焼 却 炉 負 担 金 852,530

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980,000

130,336,800

(2)

イ 減 債 積 立 金 48,355,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 3,470,167,844

3,518,522,844

3,648,859,644

8,433,035,275

14,860,292,133

△ 2,779,799,253

負 債 の 部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

未 払 金

預 り 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 の 部
資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

　なお，リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

⑵

①

～

1

⑴

①

②

４ １８

令和４年度三次市病院事業注記表

年

１８ ～ ４７ 年

４ ～ ２０ 年

なお，リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については，引き続き
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

４０ 年

④

②

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計上
している。

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるた
め，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

年

６ ～

５ ～ ６

⑶

①

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額(1,623,602,395円)を計上している。
事務職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職
給付引当金は計上していない。
（なお，一般会計が負担すると見込まれる額は203,118,181円）

②

③

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取
り崩すこととしている。

⑷
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その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

賞与引当金の目的使用による取り崩しについて

⑴

⑵

2

当年度において，退職手当を支給するため，退職給付引当金238,593,955円を取り崩した。

当年度において，期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，
賞与引当金288,704,000円を取り崩した。
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